
（３）少年事件の手続きの流れ

（１）少年事件処理手続き
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（２）家庭裁判所における調査・審判手続き
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（３）児童自立支援施設及び少年院への送致等の手続き
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（少年法第24条） （父母の同意）

14歳以上で禁錮以上の刑
に当たる罪を犯した少年

で、家庭裁判所において
刑事処分が相当として検

察官送致決定を受けた者

非行少年に対す

る調査・審判を
行い、非行事実

の有無について
判断するととも
に、再発防止の

観点から、その
少年にとって最

も適切な処遇を
決定する。

児童に関する各般の問題につき、
相談に応じ、調査・判定を行い、

児童及びその保護者の指導、児童
の一時保護を行う。

刑事裁判所において懲役又は禁錮の言い渡しを
受けた少年を収容する施設であるが、20歳以上

に達した後でも心身の状況などからそこでの処
遇を適当とする場合は26歳まで執行を継続でき
る。

家庭裁判所で少年院送致決定の保護処分を受けた少年を収容

し、これに矯正教育を施す施設
①初等少年院（14歳以上、おおむね16歳未満の者を収容）

②中等少年院（おおむね16歳以上20歳未満の者を収容）
③特別少年院（犯罪傾向の進んだ、おおむね16歳以上23歳未満

　　　　　　　の者を収容
④医療少年院（心身に著しい故障のある14歳以上26歳未満の者
　　　　　　　を収容）

不良行為をなし、又はなすおそれのある児童
及び家庭環境その他の環境上の理由により生

活指導等を要する児童を入院させ、又は保護
者の下から通わせて、個々の児童の状況に応

じて必要な指導を行い、その自立を支援する
ことを目的とする施設

入　所　措　置

（児童福祉法第27条）

犯罪少年
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